
第 7 章：チェンジマネジメントにおける課題とリスクの特定 

前章までに、私たちは「価値創造型組織」への変革の必要性を確認し、ERP 導入や
ジョブ型人事制度への移行を通じてそのビジョンを実現した国内外の先進事例を分析
しました。成功事例は、明確な戦略と強固な実行力の証しであり、変革の「目的地」
を示しています。 

しかし、大規模な組織変革が常に成功裏に終わるわけではありません。むしろ、そ
の多くは、途中で失速するか、システム導入が完了しても現場に定着しない「形だけ
の成功」に終わります。変革の道のりは、地雷原を歩くのに等しく、成功の鍵は、「ど
れだけ大きなビジョンを描けるか」ではなく、「どれだけリスクを予見し、対処できる
か」というチェンジマネジメントの危機管理能力にあります。 

本章の目的は、変革を阻害する主要なリスク要因を体系的に特定し、それらを早期
に発見するためのモニタリング指標を設定し、そして実効性のある緩和策を提供する
ことです。変革リスクは、単なる「現場の反発」といった精神論で片付けられるもの
ではなく、経営戦略、組織心理、システム運用といった多角的な視点から、その根本
原因を深く掘り下げて分析する必要があります。 

この章では、以下の三段階を通じて、読者の皆様が自社の変革プロジェクトにおけ
る「落とし穴」を回避し、変革を組織に深く定着させるための実践的な羅針盤を提供
します。 

1. 変革を阻害する主な要因：抵抗の根源にある心理的・構造的課題の特定。 

2. リスクを早期に発見するためのモニタリング指標：主観を排し、データでリス
クの兆候を捉える KPI 設計。 

3. リスクを回避・軽減するための具体的な緩和策：特定された課題に対する具体
的なアクションプラン。 

変革リスクを科学的に管理し、一歩ずつ着実に組織を目的地へと導きましょう。 

 

7.1. 変革を阻害する主な要因：経営陣のコミットメント不足、現場の抵抗、コミュ
ニケーション不足など 

7.1.1. 経営層の戦略的コミットメント不足と一貫性の欠如 

大規模な組織変革、特に ERP 導入やジョブ型人事制度への移行といった全社
的な取り組みは、常に経営層の強力なリーダーシップ（スポンサーシップ）を
必要とします。変革の成否は、経営トップが「なぜこの変革が必要なのか
（Why Change?）」という危機意識を組織全体に浸透させ、その実現に向けた
リソース配分の一貫性を維持できるかにかかっています。このトップダウンの
コミットメントが不足したり、途中で揺らいだりすることが、変革を阻害する
最初の、かつ最も重大なリスクとなります。 

変革が全社的な推進力を欠き、現場の協力が得られない主要な要因は、この
経営層のコミットメントの「質」と「継続性」にあります。経営層のコミット
メント不足は、現場に「本気度」の疑念を生じさせ、結果として現場の抵抗を
正当化する口実を与えてしまいます。この正当化は、大きく二つの側面から現
場の抵抗を促します。 

第一に、「戦略的ビジョンの曖昧さ」です。経営トップが、変革後の具体的な
目標や、それによって生じる現場の痛みを乗り越えるためのビジョンを明確に
示せない場合、従業員は変革の必要性を理解できません。コッターの 8 段階変
革プロセスにおいても、最初のステップとして「危機意識の醸成」が必須とさ
れているのはこのためです。危機意識や変革ビジョンが曖昧な状態でプロジェ
クトが始動すると、現場は「経営層の一時的な気まぐれ」と捉え、本質的な行



動変容を回避しようとします。 

第二に、「短期成果と変革コストのジレンマ」です。変革プロジェクトは必然
的に、短期的な業績に対して負荷をかけます。特に四半期ごとの成果を求めら
れる上場企業において、経営層が変革初期の業績悪化やコスト増を許容でき
ず、「二兎を追う」形で変革の推進力を弱めるリスクがあります。また、変革の
旗振り役や推進チームに優秀な人材や十分な予算が割かれない場合、現場は
「経営層は本気ではない」と判断します。 

この構造的な問題を説明するのがエージェンシー理論（Agency Theory）で
す。同理論によれば、株主や経営層（プリンシパル）が目指す「組織全体の効
率化や統制」という目標と、現場の従業員やミドルマネージャー（エージェン
ト）が目指す「自身の負荷軽減、評価維持、地位保全」という目標の間には、
常に「利害の不一致（Agency Conflict）」が存在します。ERP 導入による厳格な
プロセス標準化や、ジョブ型導入による評価の透明化は、経営層にとっての利
益（統制）となりますが、現場のミドルマネージャーにとっては「権限の縮
小」や「作業負担の増加」を意味します。経営層が明確なインセンティブや一
貫したメッセージを通じてこの利害の不一致を解消しない限り、現場の抵抗は
「合理的な選択」となってしまい、変革は表面的なものに留まります。 

経営層の責任は、変革ビジョンを発表することではなく、変革が完了し、組
織全体に定着するまで、時間、人材、予算を惜しみなく投入し続けることにあ
ります。コミットメントの揺らぎは、全社的な不信感の引き金となり、以降の
全てのチェンジマネジメント活動を無力化させるのです。しかし、経営層がど
れだけ強い意志を示したとしても、現場の心理的な障壁は変革を水泡に帰す可
能性があります。次節では、組織に内在するこの強大な心理的抵抗、すなわち
「慣性の法則」の正体とそのメカニズムを掘り下げます。 

 

7.1.2. 現場の心理的抵抗と「慣性の法則」 

変革を阻害する要因として、経営層のコミットメント不足と並び、あるいはそ
れ以上に深刻なのが、組織の大多数を占める現場（エージェント）の心理的な抵
抗です。この抵抗は、外部からの圧力に関わらず、組織全体を既存の慣行に引き
戻そうとする「慣性の法則」として作用します。この慣性の力は、システムや制
度の導入という物理的な変化を凌駕し、最終的に変革を骨抜きにします。 

多くの変革プロジェクトでは、この抵抗を単なる「わがまま」や「怠慢」と捉
えがちですが、実際には、個々の従業員にとっては自己防衛的かつ合理的な判断
に基づいて生じる、根深く、多層的な現象です。 

7.1.2.1. 慣性の法則の根源：組織防衛と損失回避の心理 

抵抗の核心は、変化に伴う「損失」と、組織が持つ「自己保身的な防衛」を
過大評価する心理にあります。この心理的要素が複雑に絡み合い、変革を阻む
壁を形成します。 

① 組織防衛メカニズム（Organizational Defense Routines）による集団的な抵
抗 

変革が組織内で深刻な抵抗に直面する際、その抵抗は個人の感情論に留まら
ず、組織全体で「変革の失敗を防ぐ」という名目のもと、現状維持を合理化す
る集団的な慣行へと発展します。これを組織防衛メカニズムと呼びます。これ
は、変革によって部門の権限や個人の評価が低下するリスクから、組織が自ら
を守ろうとする集団的な無意識の行動です。 

• 知識の隠蔽と歪曲: 従業員は、新システムの問題点や不備を上層部に報



告することで、自分がその問題の責任を負わされるリスクを回避しよう
とします。その結果、必要な情報が隠蔽されたり、新システムが優れて
いるという前提に合うようにデータが歪曲されたりします。 

• プロセスの形骸化とシャドーIT の維持: 新しい標準プロセスが導入され
ても、「これは現場の特殊事情には合わない」という暗黙の了解のも
と、旧来の非公式なプロセスや Excel によるシャドーIT が維持されま
す。これは、従業員が「自分たちの業務遂行能力」を守るための集団的
な自己保身であり、変革を「形式的な導入」に留めてしまうのです。 

このメカニズムは、第 6 章で述べた公平理論とも深く関連しています。公平
理論が個人の投入（インプット）と報酬（アウトプット）のバランスを扱うの
に対し、組織防衛メカニズムは、その不公平感の認知が集団レベルで行動とし
て具現化する構造を説明します。つまり、個人が「新しいプロセスは割に合わ
ない（不公平）」と感じた結果、集団として「使わないという暗黙のルール」を
作り、それによって自己の負担増（インプット増）を回避しようとする動きが
組織防衛メカニズムの本質です。 

② 損失回避（Loss Aversion）の心理 

人間は、利益を得る喜びよりも、損失を回避する痛みを約 2 倍強く感じると
いう行動経済学の原則があります。この文脈において、変革は以下の「既に持
っているもの」を失うリスクを伴います。 

1. 心理的財産: 慣れ親しんだ人間関係、部門内の権限、仕事の進め方の裁
量権。特に、慣れた旧システムにおける自己決定権の喪失。 

2. スキル資産: 旧システムや旧プロセスにおける専門知識や習熟度。これ
は、「自分の市場価値」が一時的に低下することにつながります。 

新しいシステムや制度が「将来的により良い」ものであっても、目の前の
「慣れ」という快適な状態を失うことの心理的コストが大きく上回ります。こ
の損失回避の心理こそが、変革を遅滞させ、「どうせすぐに元に戻るだろう」と
いう慣性の法則的な態度を生み出す根源です。 

 

7.1.2.2. 抵抗を生み出す行動の心理的決定要因：TPB による分析 

個々の従業員が「新しいやり方を採用しない」という行動を選択するプロセ
スは、計画的行動理論（Theory of Planned Behavior: TPB）によって深く分析
できます。TPB によれば、ある行動（例：新システムでの正確なデータ入力）
の実行意図は、以下の三つの要因によって決定されます。 

1. 態度 (Attitude)：その行動の結果が「望ましい」かという評価。（例：
「新システムは非効率だ」→ 実行意図低下） 

2. 主観的規範 (Subjective Norm)：周囲の重要な人々（上司、同僚）がそ
の行動を「すべき」と考えているかという認識。（例：「上司も結局
Excel を使っている」→ 実行意図低下） 

3. 知覚された行動統制 (Perceived Behavioral Control)：その行動を「自分
に実行できる」という自信（自己効力感）。（例：「新しいプロセスは複
雑すぎて理解できない」→ 実行意図低下） 

現場の抵抗が深刻なのは、多くの場合、この三つの要因がすべて実行を阻害
する方向に働くからです。 

• 態度（Attitude）の形成：従業員は変革の初期段階で、新システムや制



度の「メリット（利益）」よりも「デメリット（手間やコスト）」に焦点
を当てて評価する傾向があります。特に、初期のトラブルや不便さに直
面すると、「この変革は自分の仕事を楽にするどころか、かえって困難
にする」というネガティブな態度を迅速に形成し、その態度を頑なに維
持しようとします。この態度は、新しいプロセスへの不満の正当化に繋
がります。 

• 主観的規範（Subjective Norm）の影響力：組織内には、公式なリーダー
シップの他に、非公式な意見リーダーが存在します。この非公式リーダ
ーが変革に対してネガティブな態度をとると、「自分の所属するチーム
や部門では、新しいやり方を無視するのが暗黙の了解だ」という主観的
規範が急速に形成されます。誰もがやらないことは、抵抗の連鎖を生み
出し、協力的な従業員すらも逸脱することを恐れて抵抗側に引き戻され
てしまいます。この集団的な圧力が、上記の組織防衛メカニズムを裏打
ちします。 

• 知覚された行動統制（Perceived Behavioral Control）の重要性：新しい
ERP の操作や、ジョブ型における「より高い職責を果たす」という要求
に対して、従業員が「自分にはできる能力がある」と強く感じられるか
どうかが、実行意図を決定的に左右します。トレーニングの機会やサポ
ート体制が不十分だと、「どうせ失敗するだろう」という無力感（統制
の欠如）が生じ、これが抵抗の根拠となります。この自信の欠如は、変
革を成功させるための行動を採る最も大きなブレーキとなります。 

この心理的な抵抗を乗り越えるためには、単なる指示命令ではなく、損失よ
りも利益が大きいことの具体的な証明（クイックウィン）、組織防衛を解体する
透明性の確保、そして従業員の自己効力感を高める実践的な支援が不可欠とな
ります。 

 

7.1.3. 縦割り組織における情報の断絶と不信感 

大規模な組織変革が直面する大きな障害の一つに、組織の縦割り構造（サイロ
化）が生み出す情報の断絶と不信感があります。部門最適に慣れた組織では、変
革の目的やプロセスが「ブラックボックス」化し、これが心理的抵抗（1.2 節）を
増幅させ、変革を停滞させます。 

7.1.3.1. 情報のサイロ化が引き起こす組織内の利害対立 

全社的な ERP 導入やジョブ型人事制度への移行は、複数の部門（人事、経
理、営業など）にまたがる権限と責任の再定義を伴います。部門間の連携が求
められるにもかかわらず、縦割り構造がそれを阻害します。 

• KPI の部門最適化: 各部門が個別の KPI（部門目標）を追っている場
合、全社最適を目指す変革目標は、しばしば部門内の短期的な数値目標
の達成を阻害すると見なされます。例えば、新しいシステムへのデータ
入力作業が厳格化されると、営業部門は「顧客対応時間が減る」と抵抗
し、人事部門は「データ精度が上がる」と推進します。この利害の対立
は、変革そのものへの協力よりも対立を優先する姿勢を生み出します。 

• 責任の押し付け合い: 変革の過程でトラブルや遅延が発生した場合、責
任の所在が曖昧になりがちです。縦割り組織では、問題が起きた際に
「これは人事部門の設計ミスだ」「いや、現場部門のオペレーションが
間違っている」と、部門間で責任の押し付け合いが発生し、問題解決よ
りも自己保身が優先されてしまいます。 

 



7.1.3.2. 非公式ネットワークによる不信感の拡大：SNA の示唆 

この組織内の断絶は、公式なコミュニケーションチャネルだけでなく、非公
式な情報ネットワークにおいても悪影響を及ぼします。 

ソーシャル・ネットワーク・アナリシス（SNA）の観点から見ると、組織内
の情報は、組織図に示されない「非公式な意見リーダー」を通じて伝播しま
す。公式な文書やメールで「変革は成功している」と発表されても、現場のキ
ーパーソンが「新しいシステムは使い物にならない」と非公式な場で発言すれ
ば、そのネガティブな情報が一瞬で組織内に拡散します。 

特に変革のプロセスが不透明な場合、従業員は公式情報を信用せず、非公式
なチャネル（同僚間の噂、井戸端会議など）に頼って情報を収集しようとしま
す。この環境では、事実に基づかない憶測やデマが広がりやすく、以下のよう
な「不信の連鎖」を生み出します。 

1. 情報の非対称性: 経営層が全ての情報を握り、現場には必要な情報だけ
が断片的に与えられる。 

2. 目的への疑念: 「この変革は、コスト削減のためのリストラの前触れで
はないか？」といった疑念が生まれる。 

3. モチベーションの低下: 不信感から、変革への貢献意欲が失われ、最小
限の協力に留まる。 

この情報の断絶と不信感は、前節で述べた組織防衛メカニズムを強化し、部
門間の壁をさらに強固にします。変革の成功には、この縦割りの壁を崩し、組
織全体での信頼回復に向けた透明性の高いコミュニケーション戦略が不可欠と
なります。 

 

7.1.4. スキルギャップと変革後の運用リスク 

チェンジマネジメントにおける最後の重要な課題は、「知識」と「能力」の側
面、すなわちスキルギャップと、それが変革後のシステム運用にもたらすリスク
です。システムや制度がどんなに優れていても、ユーザーが使いこなせなけれ
ば、変革の投資対効果はゼロに帰します。 

7.1.4.1. 変革によって生まれる二重のスキルギャップ 

大規模変革は、従業員に対して以下の二重のスキルギャップを生み出しま
す。 

1. システム操作スキルギャップ: ERP や新しい HRM システム特有の画面
操作や入力ロジックに関する技術的なギャップです。これは比較的トレ
ーニングで埋めやすい課題ですが、習熟度が低いとデータの入力ミス
（エラー率の増加）や、旧システムへの逆戻り（シャドーIT の温存）を
引き起こします。 

2. 業務プロセス・思考スキルギャップ: より深刻なのは、システムが変わ
ることで要求される新しい業務プロセスや役割（ジョブ）に対応するた
めの思考・判断能力のギャップです。ジョブ型人事制度では、「何をすべ
きか」から「何をすべきか自分で考え、結果を出す」へと役割が変化し
ます。この変化に対応するための問題解決能力、自律的な学習能力が不
足すると、従業員は新しいシステムをただの「作業の手間」としてしか
捉えられなくなります。 

 



7.1.4.2. 知識の定着を阻む要因：組織学習論の視点 

新しいシステムが定着しない現象は、組織学習論（Organizational 
Learning）の視点から分析できます。組織学習論では、知識が「形式知」（マニ
ュアルやシステム）として組織に導入されるだけでなく、それが現場で試行錯
誤を通じて「暗黙知」へと変わり、「新たな標準的な業務慣行」として組織内に
記憶されるプロセスが重要とされます。 

• 形式知の拒絶: 従業員は、マニュアル通りに動く新しいシステムを、既
存の業務ノウハウ（暗黙知）を否定するものとして拒絶する傾向があり
ます。 

• 定着の失敗: トレーニング終了後、新しいスキルやプロセスが日常業務
で実践されず、組織の「集合的な記憶」として定着しないと、すぐに旧
来の楽なやり方へと回帰（Refreeze の失敗）してしまいます。 

このスキルと知識のギャップ、そして組織学習の失敗が、前述の組織防衛メ
カニズムと結びつくと、現場の抵抗は極めて強固なものになります。なぜな
ら、スキルがないこと、新しいやり方が定着しないことを「変革が悪い」とい
う理由で正当化できてしまうからです。 

したがって、変革のリスクを回避するためには、単なるシステム操作のトレ
ーニングを超え、新しい業務慣行を組織の共通認識として定着させるための、
継続的な組織学習の仕組み（CoP やメンター制度など）の設計が必須となるの
です。この導入部では、第 1 節で特定したリスクが「氷山の一角」であり、目
に見えない水面下の抵抗をデータで捉えることの重要性を強調し、データドリ
ブンなチェンジマネジメントの必要性を強く訴求します。 

 

7.2. リスクを早期に発見するためのモニタリング指標 

第 1 節で特定されたチェンジマネジメントのリスク要因は、多くの場合、目に見え
ない水面下の問題です。現場の心理的抵抗や組織防衛メカニズム、コミットメント
の揺らぎといった課題は、放置すればある日突然、プロジェクトの手戻りやシステ
ムの形骸化という形で顕在化します。変革の成功は、この「氷山の一角」に過ぎな
い表面的な問題ではなく、水面下に潜む「慣性の法則」の兆候をどれだけ早く、正
確に捉えられるかにかかっています。 

このリスクを科学的に管理するためには、主観的な意見や憶測に頼ることをやめ、
客観的かつ測定可能なデータに基づいて設計されたモニタリング指標（KPI）が必
要です。変革マネジメントにおける KPI は、単にプロジェクトの進捗（スケジュー
ルや予算）を追う従来の PMO の役割を超え、「人の行動と意識」の微細な変化を捉
えることに焦点を当てなければなりません。これにより、抵抗が表面化する前、あ
るいはシステムが使われなくなる前に、組織のどこで、なぜ変革が受け入れられて
いないのかを特定します。 

本節で提示する指標群は、以下の二つの目標を達成するために設計されています。
第一に、リーダーシップのコミットメントとインセンティブ設計の実行度を計測す
ること。第二に、現場の心理的・行動的な抵抗を、TPB や SNA といった学術的理
論に基づき定量化することです。これらのデータを活用することで、変革マネージ
ャーは、第 3 節で議論する緩和策を、最も効果が高いターゲット層と最も適切なタ
イミングで実行するためのデータドリブンな意思決定基盤を確立します。この体系
的なモニタリングこそが、大規模変革の成功確率を飛躍的に高める鍵となるので
す。 

 



7.2.1. 経営層・マネージャー層の行動変容指標 

経営層のコミットメントは、言葉ではなく「行動」と「リソース配分」によっ
て組織全体にメッセージとして伝播します。このセクションで提示する指標は、
リーダーシップの可視性と一貫性を定量的に計測することを目的としており、エ
ージェンシー理論が示唆する「利害不一致」を解消するためのインセンティブ設
計と行動の実行度を監視します。経営層の行動にわずかな変化でも見られた場
合、それは組織全体への信頼低下の致命的なシグナルとなり得るため、これらの
指標は最も優先度の高い監視対象となります。 

 

指標 測定対象 意義とリスクの関連性（30
字以内） 

変革ビジョン浸透度ス
コア 

経営会議、タウンホール
での発言頻度 

コミットメントの揺らぎと不
信感を計測する。 

マネージャーの目標連
動率 

マネージャー層の MBO
（目標管理） 

Agency Conflict 解消と推進へ
の本気度を測る。 

リーダーシップの可視性
（Gemba 比率） 

経営層・マネージャー層
の現場訪問・対話回数 

トップの関与度不足による不
信感増大を検知。 

変革推進チームの優秀人
材比率 

プロジェクトコアメンバ
ーのアサイン状況 

リソースコミットメントの不
足、本気度不足を測る。 

 

これらの指標は、エージェンシー理論が示唆する「経営層と現場の利害不一
致」を、インセンティブ設計と行動の可視化を通じて解消する試みを計測しま
す。 

例えば、データ分析の結果、「マネージャーの目標連動率」が形式的に高い
（85%）にもかかわらず、「リーダーシップの可視性（Gemba 比率）」が低い（平
均月 0.5 回）という状況が判明したとします。これは、マネージャー層が評価上
の要求を満たすためだけに目標設定はしているものの、現場の抵抗を実際に乗り
越えるための行動（対話やコーチング）を起こしていない、つまり「形だけの推
進」に陥っていることを示唆します。この乖離は、変革プロジェクトが現場の心
理的な壁を乗り越えることなく、技術的な導入作業に終始していることを意味し
ます。この「形だけ」の姿勢は、現場に対して「トップはリスクを負っていな
い」というメッセージとなり、不信感と抵抗を加速させます。 

この状況で手を打たなければ、現場は「トップは本気ではない」と確信し、組
織防衛メカニズムが加速します。プロジェクトマネジメントオフィス（PMO）
は、この分析結果に基づき、直ちにトップリーダーに対してリーダーシップ行動
の透明化を提言する必要があります。具体的には、「Gemba 比率」の低いマネー
ジャーを特定し、その部門の現場従業員からのフィードバック（2.2 節の TPB ス
コア）を組み合わせて個別のコーチングを実施し、抵抗の背後にある「真の懸
念」をマネージャー自らが理解することを促します。また、トップリーダーに
は、現場訪問の回数を増やすとともに、現場での「変革への懸念に対する明確な
回答」を新たな KPI として設定するなどの介入策（緩和策）を実行することで、
コミットメントの揺らぎを修正し、信頼回復の足がかりを築きます。特に、変革
推進チームに優秀人材をアサインする比率の低下は、トップが短期的な成果を優
先し、変革プロジェクトを「二流の仕事」と見なしている明確な証拠であり、直
ちに是正されなければなりません。 

 



7.2.2. 従業員の意識・エンゲージメントに関する指標 

現場の「心理的抵抗」や「不信感」は、目に見えない最大の障害であり、放置
すれば組織防衛メカニズムや慣性の法則として集団化します。これらの潜在的な
抵抗を早期に発見するためには、定性的な情報（意識、感情、懸念）を定量化す
るための、慎重に設計されたサーベイと分析が鍵となります。ここでは、TPB や
SNA といった組織行動学の知見を応用し、抵抗の「場所」と「理由」を深く掘り
下げます。これらの指標の低下は、抵抗が非公式ネットワークを通じて感染拡大
する前に、火種を特定することを可能にします。 

 

指標 測定対象 意義とリスクの関連性（30
字以内） 

変革賛同度と実行意図
（TPB スコア） 

定期的な従業員意識サー
ベイ 

非公式な抵抗の拡大と行動
変容の意図を測る。 

懸念事項のカテゴリ別出
現頻度 

匿名フィードバック、
FAQ データベース 

組織防衛や損失回避の原因
を特定し、根源分析。 

非公式ネットワークの健
全性（SNA ベース） 

コラボレーションツール
の利用状況、サーベイ 

情報の伝播異常とネガティ
ブな影響者を特定する。 

変革対象部門の離職率・
定着率 

人事データ 不公平感や心理的消耗の臨
界点を検出する。 

 

現場の潜在的な抵抗を科学的に特定するため、このセクションでは計画的行動
理論（TPB）とソーシャル・ネットワーク・アナリシス（SNA）という二つの強
力なツールを参照します。 

 

7.2.2.1. 計画的行動理論（TPB）による実行意図の解剖 

TPB は、人がある行動（変革への協力）を実行するか否かを決定する心理的
なメカニズムを解明します。TPB サーベイは、抵抗を「態度」という感情論で
はなく、介入可能な行動変数として捉え、緩和策の焦点を定める上で不可欠で
す。 

• 態度（Attitude）: 「この新しいシステム（制度）は私にとって有益
か？」という個人的な評価です。変革初期のトラブルや操作性の悪さに
よって、従業員は迅速にネガティブな態度を形成します。TPB スコアが
低い場合、従業員が損失回避の心理に基づいて、変革が自分に不利益を
もたらすと強く信じていることを示唆します。このスコアの改善には、
具体的なメリット（クイックウィン）を示すことが効果的です。 

• 主観的規範（Subjective Norm）: 「私にとって重要な他者（上司、同
僚）は、私がこの変革に協力することを望んでいるか？」という社会的
圧力の認知です。これは、特に日本の組織文化において最も影響力が大
きい要素の一つです。もしこのスコアが低ければ、部門内で組織防衛メ
カニズムが暗黙のルールとして確立されている、または非公式なリーダ
ーが強い抵抗のメッセージを発信していることを示します。この要素の
改善には、トップダウンの強力な規範設定と、ミドルマネージャーの巻
き込みが必須となります。 

• 知覚された行動統制（Perceived Behavioral Control: PBC）: 「私は新し



いシステム（プロセス）を使いこなし、求められる結果を出せる能力を
持っているか？」という自己効力感、つまり自信の度合いです。このス
コアが低いことは、第 1.4 節で論じたスキルギャップが、単なる知識不
足ではなく「心理的な無力感」として認識されていることを示します。
PBC の改善には、単なる座学ではなく、成功体験を与える実践的なトレ
ーニングやメンター制度が有効です。 

 

7.2.2.2. ソーシャル・ネットワーク・アナリシス（SNA）による抵抗の伝播分析 

SNA は、組織内の非公式な人間関係と情報伝達の構造を視覚化する手法で
す。公式な組織図（ヒエラルキー）の外側で、情報や感情がどのように拡散し
ているかを把握し、抵抗が「非公式ネットワーク」を通じて感染拡大するメカ
ニズムを特定します。 

• ノードとブリッジの特定: SNA では、組織内で特に多くの情報を受け取
り、影響力を持つ人物を「ノード（結節点）」として特定できます。ネガ
ティブな発言をするノードは、瞬く間に抵抗を組織全体に広げる「抵抗
のエージェント」となります。逆に、部門間をつなぐべき「ブリッジ
（橋渡し役）」の人物が変革情報へのアクセスを拒否している場合、情
報断絶による不信感（第 1.3 節）が起きていることが分かります。 

• 情報ブロックの可視化: コラボレーションツール（Slack、Teams など）
の利用ログを分析することで、誰が情報発信を止めているか、誰が変革
メッセージを「非推奨」のトーンで発信しているかを客観的に可視化で
きます。 

この SNA 分析によって特定された「ネガティブなノード」を、TPB スコア
の低い部門と照らし合わせることで、緩和策の「ターゲット」を科学的に絞り
込むことが可能となります。 

地の文による分析と実践イメージ 

データ分析の結果、「部門 B の TPB スコアは全体的に高いが、『主観的規
範』のみが全国平均を 15%下回っている」というデータが得られたとします。
これは、従業員一人ひとりは変革の必要性を理解している（態度が高い）もの
の、「周りがやっていないから、自分もやらない」という強い社会的圧力が働い
ていることを示します。この状況でさらに「懸念事項カテゴリ」で『評価の不
公平性』や『ジョブの定義の曖昧さ』に関する記述が多い場合、損失回避の心
理が部門内で集団化し、組織防衛メカニズムとして機能している可能性が極め
て高いと診断できます。 

PMO は、このデータに基づき、SNA の結果と照合します。その結果、「部門
B」内の非公式な意見リーダーである「X 氏」が、社内 SNS での変革関連投稿
への「いいね！」を最も少なくしており、かつ周囲のメンバーが X 氏に高い
「相談依存度」を示していることが判明したとします。X 氏の行動が、部門全
体の『主観的規範』をネガティブな方向へ誘導しているのです。 

この分析は、緩和策が「全社的なメール」や「一律の研修」ではなく、「X 氏
を最優先の対話ターゲットとし、彼の懸念を具体的な共同設計（緩和策 3.2）に
組み込む」ことに絞られるべきであることを示します。抵抗の背後にある「合
理的な懸念」を特定し、その不安を解消することで、X 氏を「抵抗のエージェ
ント」から「変革の擁護者」へと転換させるという、ターゲットを絞った具体
的かつ外科的な介入を可能にします。さらに、TPB の『知覚された行動統制
（PBC）』スコアと離職率を重ねて見ると、PBC スコアの低い層ほど離職意向
が高まる傾向が見られる場合、これはスキルギャップによる「無力感」が心理
的な消耗と不公平感（第 6 章）に繋がり、優秀な人材の流出リスクを高めてい



ることを示唆します。この統合的な分析により、単なる意識調査ではなく、組
織の健全性に関わる喫緊の危機として抵抗を捉え直すことができるのです。 

 

7.2.2.3. プロジェクトの進捗と品質に関する指標 

チェンジマネジメントは、技術的なプロジェクト進捗（PM）と人の変化
（CM）の二つの側面を持ちます。このセクションの指標は、プロジェクトの技
術的側面と人の側面の接合部分を計測することを目的としています。これらの
指標の低下は、第 1.4 節で論じたスキルギャップや、現場のインボルブメント
の欠如による設計の不備を明確に示します。 

 

指標 測定対象 意義とリスクの関連性（30
字以内） 

要件定義への現場部門の参加
率 

ワークショップ、ヒア
リングの参加ログ 

共同設計の質と、導入後の
抵抗の発生を予測。 

トレーニング受講完了度と習
熟度テスト結果 

L&D システム、シミ
ュレーション結果 

スキルギャップの定量化
と、個別フォローの要否。 

ユーザー受け入れテスト
（UAT）の参加と指摘率 

UAT ログ 現場の真剣度不足、無関心
（慣性の法則）を検知。 

 

このセクションの指標は、プロジェクトの技術的側面と人の側面の接合を計
測します。最も懸念すべきなのは、「トレーニング受講完了度は高い（90%超）
にもかかわらず、習熟度テストの平均点が低い（合格点未達）」という乖離で
す。これは、従業員が「やらされ感」で完了させただけで、実際にスキルが定
着していない「形骸化」が起きていることを意味します。この「形式的な完
了」は、組織防衛メカニズムの一形態であり、システム導入後に業務が一時的
に停滞する「生産性ディップ」を長期化させる明確な要因となります。特に、
完了率だけを KPI にしていると、この深刻な問題を見逃してしまいます。 

分析の結果、特定の業務ロール、例えば「中間管理職」の習熟度が全ロール
中最も低いことが判明したとします。このデータは、単なるスキル不足ではな
く、ミドルマネージャーが「現場の仕事は部下に任せられる」という認識や、
「新しい評価制度の運用が複雑すぎて、手が回らない」という PBC の欠如
（TPB）に直面していることを示唆します。彼らは自分のコア業務を守るため
に、新しいプロセスを「受け流している」のです。 

この状況では、「全社的な再トレーニング」という非効率な手段ではなく、ミ
ドルマネージャー層に特化した、「新しい評価システムのフィードバックセッシ
ョン」や「業務委譲の成功体験を与えるワークショップ」といった特別な OJT
プログラムの設計（緩和策 3.4）が必要だと特定できます。また、「UAT への参
加率は高いが、指摘率が極めて低い」場合、従業員が新システムに真剣に向き
合わず、「どうせすぐに誰かが直すだろう」「このテストは形式的なものだ」と
捉えているシグナルであり、プロジェクトチームに対する不信感やコミットメ
ントの欠如を示しています。これは、UAT を単なる品質保証プロセスとしてで
はなく、「現場の責任とオーナーシップを醸成するチェンジマネジメントプロセ
ス」として位置づけ、テスト参加者への報奨やインセンティブ設計を見直すこ
とで、現場の真剣度を「購入」する必要があることを示唆しています。要件定
義への現場参加率が低い時点で、後の抵抗はほぼ確実であり、この指標はプロ
ジェクトの初期段階における最重要リスク予知マーカーとなります。 



 

7.2.2.4. システム利用状況とデータ品質に関する指標 

システムが本稼働した後、「使われているか」、そして「正しく使われている
か」を検証することは、変革の定着を測る上で最も直接的な指標となります。
システムログやデータ品質指標は、現場の組織防衛メカニズムやシャドーIT の
兆候を明らかにする強力なツールです。このセクションの指標は、組織学習論
が要求する「形式知の暗黙知への定着」の度合いを測る実務的な手段を提供し
ます。 

 

指標 測定対象 意義とリスクの関連性（30
字以内） 

標準プロセス逸脱率
（バイパス率） 

システムログ、トランザク
ションコードの利用傾向 

シャドーIT と組織防衛によ
るルールの形骸化を特定。 

マスタデータ更新頻度
とエラー率 

データクレンジングログ システム利用への抵抗と、知
識定着の停滞を検知。 

旧システム・シャドー
IT へのアクセス頻度 

ネットワークログ、旧シス
テムのアクセス権限申請 

慣性の法則による旧慣行への
逆戻りを計測する。 

部門別・ロール別の機
能利用率 

システムログ スキルギャップと抵抗の局所
的な集中を可視化。 

 

これらの指標は、システムログという客観的なファクトに基づき、第 1.2 節
の「慣性の法則」と「組織防衛」が現場でどのように具現化しているかを測り
ます。 

最も深刻なシグナルは、システムへのログイン率は高いが、「標準プロセス逸
脱率」も高いというデータの組み合わせです。これは、従業員がシステムを使
わざるを得ないが、「自分のやり方を変えていない」ことを意味します。彼らは
新しい ERP の機能（形式知）を避け、可能な限り旧来の慣行（暗黙知）に近い
方法でシステムを悪用している可能性があります。これは、組織防衛メカニズ
ムがシステム利用という行動を「歪曲」している状態です。この「抜け道」の
利用は、長期的に見るとデータの一貫性を損ない、変革の投資対効果を根底か
ら崩します。 

データが「部門 C の経理担当者の標準プロセス逸脱率が全社平均を 30%上回
っている」ことを示したとします。さらに「旧システム・シャドーIT へのアク
セス頻度」も極めて高い場合、その部門では新しいプロセスに対する根強い抵
抗があるか、あるいはスキルギャップが深刻で、旧システムを「保険」として
維持していることが分かります。部門のマネージャーは、短期的な業務の円滑
化のために、この逸脱を暗黙的に容認している可能性が高く、これはミドルマ
ネジメント層のコンプライアンス意識の欠如という形で、2.1 節の課題に繋がり
ます。 

この事実を突きつけられた PMO は、直ちに部門 C のマネージャー層に対
し、「システムログに基づく業務監査」を実施すると同時に、組織学習論に基づ
いた介入を行います。具体的には、部門 C の利用者を特定し、彼らの旧慣行を
否定するのではなく、「なぜ逸脱しているのか」という理由を聞き出し、それを
新しいプロセスに取り込む共同設計の場（緩和策 3.2）を設けることで、抵抗を
解消する糸口とします。データが示す「逸脱」を単なるペナルティの対象とす



るのではなく、「変革の定着を阻む真の課題」として捉え、緩和策の実行に繋げ
ることが、このモニタリングの最終的な目標となります。これらのログデータ
は、Lewin の「Refreeze」が機能しているか否かを判断する最も客観的な証拠
となるのです。 

 

 第 2 節で確立したデータドリブンなモニタリング指標群は、大規模組織変革
の成功を阻む「慣性の法則」や「組織防衛メカニズム」といった水面下の抵抗
を、初めて科学的かつ定量的に可視化しました。従来のチェンジマネジメント
が依存していた主観的な感覚や断片的な情報から脱却し、計画的行動理論
（TPB）による抵抗の理由の解剖、ソーシャル・ネットワーク・アナリシス
（SNA）による抵抗の伝播構造の特定、そしてシステムログによる行動の逸脱
の客観的測定という三層構造の診断システムを構築しました。 

この診断システムから得られるデータは、単なる事実の羅列ではなく、変革
マネージャーが「外科的な介入」を行うための精度の高い地図を提供します。
例えば、TPB スコアにおいて「知覚された行動統制（PBC）」のみが著しく低
いという結果は、従業員が変革の必要性は理解している（態度が高い）もの
の、「自分には新しいスキルを習得し、実行できる自信がない」という無力感に
直面していることを示唆します。この診断結果に基づき、緩和策の焦点は「ビ
ジョンの再説明」のような抽象的なアプローチではなく、「ピア・コーチングの
導入」や「ロール別の OJT プログラムの強化」といった、PBC を直接的に高め
るためのスキル・エンパワーメントへと絞り込まれるべきです。 

また、SNA から特定されたネガティブな情報の発信源（抵抗のエージェン
ト）は、コミュニケーションのターゲットを明確にし、全社的なメッセージで
はなく「特定の個人を共同設計プロセスに意図的に巻き込む（3.2 節）」とい
う、最も影響力の高い介入を可能にします。さらに、システムログから検出さ
れる標準プロセス逸脱率の高さは、慣行への回帰が始まっている明確な証拠で
あり、「データ品質のオーナーシップを MBO に直結させる（3.3 節）」という、
インセンティブと責任を再設計する構造的な緩和策の緊急性を裏付けます。 

これらのデータは、もはや「変革はどこかでうまくいっていない」という曖
昧な議論を許しません。データは、「誰の、どの心理要素が、なぜ、どの程度、
変革を阻害しているか」という、介入可能な具体的な事実を指し示します。 

 

7.3. リスクを回避・軽減するための具体的な緩和策 

第 1 節でリスク要因を特定し、第 2 節でその兆候を定量的に把握するモニタリン
グ指標を確立しました。この最終段階である第 3 節では、これらのデータ分析結果
に基づき、変革を阻害するリスクを予防的かつ外科的に解消するための具体的な緩
和策を提示します。 

これらの緩和策は、変革の成功事例に裏打ちされた、実効性の高いアプローチで
す。変革を成功に導くには、抵抗の根源にある「不信感」「不公平感」「無力感」を
解消し、抵抗する個人を「変革の擁護者」へと転換させることが不可欠です。 

本節の緩和策は、第 2 節の KPI から得られた「診断」に厳密に対応しています。
例えば、TPB の『主観的規範』の低下という診断結果に対し、本節では抵抗リーダ
ーを共同設計に巻き込む（3.2 節）という外科的な「処方」を行います。このデータ
に基づく診断と処方のフレームワークこそが、変革マネジメントの属人性を排し、
再現性の高い成功モデルを確立するための核心となります。緩和策の実行後も、第 2
節の KPI を継続的にモニタリングし、介入の効果を定量的に検証するフィードバッ
クループを維持することが重要です。緩和策の「効果測定」を怠れば、施策が独り
よがりになり、組織の真の課題を解決できないままリソースを浪費することになり



ます。チェンジマネジメントの真価は、この PDCA サイクルをデータに基づいて回
す能力にあると言えるでしょう。 

 

7.3.1. 経営層のコミットメントとインセンティブの再設計 

 

リスク要因 緩和策（ターゲ
ット） 

実行手段と学術的根拠 

コミットメントの
揺らぎ 

経営層・マネー
ジャー層 

ビジョンの再コミットメントと可視化 
(Kotter) 

Agency Conflict ミドルマネージ
ャー層 

変革連動型インセンティブと MBO の再設
計 (Agency Theory) 

推進力の分散 コアプロジェク
トチーム 

「変革チャンピオン」チームの設立と権限
移譲 (Kotter) 

 

7.3.1.1. ビジョンの再コミットメントと可視化（Lewin の「Unfreeze」の徹底） 

データ（2.1 節のビジョン浸透度スコア、Gemba 比率）に基づき、コミット
メントの揺らぎが検知された場合、経営層は変革の「なぜ」を再定義し、
Lewin の三段階モデルにおける「解凍（Unfreeze）」を再徹底する必要がありま
す。トップリーダーによるメッセージの一貫性は、従業員が変革を「本気であ
る」と認知するための土台となります。 

• 事例：サウスウエスト航空（Southwest Airlines: SWA）の変革 SWA
は、コスト削減や効率化の変革を行う際、CEO が全従業員に対して
「我々は皆、一つのチームである」というメッセージを一貫して発信し
続けました。そして、変革の「不利益」や「痛み」についても包み隠さ
ず率直に共有し、双方向の対話を継続することで、従業員との間の信頼
関係を再構築しました。このリーダーシップの可視性と誠実さは、現場
に「裏切られることはない」という心理的な安全性を与え、第 1.3 節で
論じた不信感を解消しました。Gemba 比率の低いマネージャーをトッ
プが指導することは、組織全体に「リーダーの役割」を再定義する強力
なシグナルとなります。さらに、変革ビジョンを従業員個人のキャリア
パスにどう繋がるかを明確に説明することで、自己利益に基づく協力意
図（TPB の態度要素）を引き上げます。この取り組みの究極的な目的
は、変革に対する組織全体の「信頼残高」を積み上げ、抵抗を乗り越え
るための心理的な資本を形成することにあります。信頼残高が高い組織
ほど、一時的なシステムの不具合や業務の混乱に対して、寛容性を持っ
て対応できることが実証されています。（実行ステップの追加）：PMO
は、週次で「トップメッセージの感情分析」を実施し、リーダーの発言
にネガティブなトーンや後退の兆候がないかを監視し、揺らぎを検知し
た場合は直ちに「補強コミュニケーション」を提言します。（緩和策効果
の増強） 

7.3.1.2. 変革連動型インセンティブと MBO の再設計（Agency Conflict の解消） 

経営層と現場の目標の不一致（Agency Conflict）を解消するため、変革の成
功を金銭的・非金銭的報酬に直結させます。これは、抵抗するよりも協力する
方が合理的かつ自己保身に繋がるという明確なシグナルを組織に送ることを意
味します。 



• 事例：GE Digital のインセンティブ連動 GE が大規模なデジタル変革を
進めた際、単なるシステム導入完了だけでなく、「導入後の新システム
活用率（2.4 節）」や「データ品質の向上」といった、変革後の行動変容
を測る KPI をミドルマネージャーの MBO に組み込みました。マネージ
ャー層の MBO の評価項目に、「新システム活用率の部門平均達成」や
「部門内の TPB スコア（2.2 節）の改善」を組み込むことで、マネージ
ャーは変革推進が自己のキャリア目標に直結すると認識します。これに
より、現場の心理的抵抗を乗り越えるための実効的なリーダーシップを
彼らが発揮するようになり、部門内の主観的規範（TPB）をポジティブ
な方向へと誘導する強い力となります。また、変革に貢献した現場の従
業員に対し、一時的なボーナスや社内での特別な表彰制度を設けること
は、損失回避の心理を持つ従業員に対し、「変革に伴う利益は確実にも
たらされる」という具体的な証拠を提供します。この構造は、変革への
積極的な関与を「評価されるべきインプット」として明確に定義し、第
6 章で論じた公平理論が要求する投入と報酬のバランスを再確立しま
す。さらに、インセンティブの対象を「変革プロセスへの関与」だけで
なく、「変革後に達成されるビジネス成果」に連動させることで、単な
る形式的な参加ではなく、真のオーナーシップを醸成します。例えば、
新システム導入後の「顧客満足度の向上」や「リードタイム短縮」とい
った指標を MBO に含めることで、ミドルマネージャーは変革の目標と
日々の業務が直結していることを具体的に認識し、Agency Conflict を本
質的に解消します。これにより、部門横断的な協力が必要な場面でのマ
ネージャー間の対立（1.3 節）を予防する効果も生まれます。（緩和策効
果の増強） 

 

7.3.2. 抵抗の「共同設計」への変換と組織間の壁の解消 

 

リスク要因 緩和策（ターゲ
ット） 

実行手段と学術的根拠 

心理的抵抗（慣性
の法則） 

非公式な抵抗リ
ーダー 

抵抗を歓迎する「共同設計」への巻き込み 
(シスコ事例) 

情報の断絶・不信
感 

部門間ブリッジ
の欠如 

「トランスフォーメーション・ブリッジ」
チームの創設 (SNA) 

組織防衛メカニズ
ム 

各部門のキーユ
ーザー 

「なぜ変えるか」のプロセスオーナーシッ
プ付与 (Lewin) 

 

7.3.2.1. 抵抗を歓迎する「共同設計」への意図的な巻き込み 

変革に最も抵抗する人材は、そのシステムやプロセスの最も深刻な欠陥を知
っている貴重な情報源です。2.2 節の TPB スコアや SNA 分析で特定された最も
ネガティブなノードを、システムの最終的な共同設計チーム（スーパーユーザ
ー）に意図的に組み込みます。 

• 事例：シスコシステムズのスーパーユーザー戦略 シスコシステムズは、
新しい業務プロセスを導入する際、最も批判的で知識豊富な従業員を特
定し、彼らを「スーパーユーザー」として設計・テストプロセスに組み
込みました。抵抗者は、批判を建設的な設計に昇華させる「責任」と
「権限」を与えられることで、心理的エネルギーを現状維持ではなく、
変革の成功へと向けるようになります。これにより、彼らの自己効力感



（PBC）が飛躍的に向上します。また、抵抗リーダーが変革の擁護者と
なることで、非公式ネットワークを通じたネガティブな主観的規範
（TPB）の伝播が停止し、代わりに「新しいプロセスは自分たちが作っ
た」というポジティブなメッセージが組織全体に拡散し、集団的な組織
防衛メカニズムの解体が進みます。さらに、彼らの詳細な業務知識が設
計に反映されることで、システムが現場の現実に即したものとなり、導
入後の標準プロセス逸脱率（2.4 節）が低下するという、設計の品質向
上という副次的効果も得られます。この巻き込みは、抵抗の「声」を公
的な場で聞くという行為を通じて、組織全体の「透明性」に対する評価
を高め、手続き的公正性に対する満足度が向上し、非公式なネガティブ
な情報伝播を自粛する傾向が見られます。これは、TPB の『主観的規
範』を改善するための、最も洗練された心理的介入策となります。（実行
ステップの追加）：PMO は、SNA により特定されたノードに対して、
個別面談を実施し、彼らの懸念を正式なリスクログとして記録すること
で、「意見が無視されていない」という体験を保証します。（緩和策効果
の増強） 

 

7.3.3. 「トランスフォーメーション・ブリッジ」チームの創設 

縦割り組織の情報の断絶（1.3 節）に対処するため、部門間のコミュニケーショ
ンギャップを埋める専門チームを設立します。SNA で特定された部門間の情報ブ
ロックポイント（ブリッジの欠如）を解消するため、各部門のキーメンバーから
なる「ブリッジ・チーム」を設立します。 

• 事例：部門横断型タスクフォースの機能強化 多くの大規模組織変革で
は、部門間の利害対立による責任の押し付け合い（1.3 節）が問題となり
ます。ブリッジチームは、全社最適の視点から変革の情報を交換・調整す
るハブとして機能し、部門間の壁を低くします。このチームが現場の懸念
やシステム逸脱の理由（2.4 節）を吸い上げ、PMO や経営層に「現場の
声」としてフィードバックする双方向のコミュニケーションチャネルの役
割を担うことで、現場は「自分の意見が変革プロセスに反映されている」
という透明性と公平感を認知し、経営層に対する不信感を解消します。部
門間の壁が低くなることで、異なる部門の暗黙知（ノウハウ）が共有さ
れ、変革後の業務プロセス全体としての学習速度が向上します。さらに、
ブリッジチームのメンバーは、異なる部門のプロセスや KPI（利害）を理
解するため、彼らのキャリアに「全体観」という新たなスキルが付与さ
れ、将来の経営層候補として育成されるという人材開発上の効果も生まれ
ます。この構造は、組織全体に「縦割りを乗り越えることが評価される」
という新たな主観的規範（TPB）を確立し、部門最適の論理から脱却する
動機づけとなります。（実行ステップの追加）：ブリッジチームの KPI とし
て、「部門間の情報共有ミーティングの実施回数」と、そのミーティング
で解決された「部門間プロセス課題の件数」を設定することで、活動を定
量化します。（緩和策効果の増強） 

 

7.3.3.1. 知識の定着と組織学習の仕組み化 

リスク要因 緩和策（ター
ゲット） 

実行手段と学術的根拠 

スキルギャ
ップ 

習熟度の低い
ロール 

CoP（実践共同体）と「ピア・コーチング」の導入 
(組織学習論) 



慣行への回
帰 

全従業員 プロセス標準化の「リフレッシュ」とモニタリング 
(Lewin の「Refreeze」) 

データ品質
の低下 

データ入力担
当者 

「データガバナンス責任者」の明確化 (GE Digital
の教訓) 

 

7.3.3.2. 実践共同体（CoP）とピア・コーチングの導入 

2.3 節の習熟度テスト結果が低いロールや部門をターゲットに、知識を形式知
から暗黙知へと昇華させるための学習環境を提供します。 

• 事例：トヨタ生産方式（TPS）における OJT と CoP の文化 トヨタ生産
方式における OJT（On-the-Job Training）や知識共有の文化は、まさに
実践共同体（CoP）の優れた例です。部署横断で同じ役割を担う従業員
による CoP を設立し、ベストプラクティスや困難なケーススタディを
共有させることで、知識を「マニュアル」から「現場の知恵」へと変換
し、組織学習を促進します。特に、ピア・コーチングは、自己効力感
（PBC）の低い従業員に対し、形式的な指導よりも受け入れやすい心理
的安全性の高い学習環境を提供します。これにより、スキルギャップが
単なる知識不足からくる「無力感」（TPB）であることを解消し、「自分
にもできる」という自信を回復させます。CoP は、現場の非公式なネッ
トワークを、「抵抗を拡散する場」から「知識を共有し、新しい規範
（主観的規範）を形成する場」へと転換させる機能を持ちます。これに
より、トレーニング完了後も、新しいプロセスが継続的に改善され、組
織全体が「新しいやり方が標準である」という共通認識を持つことがで
きるようになります。ピア・コーチングで指導者となった従業員は、知
識を教える過程で自己の理解を深めるという「教えることによる学習効
果」も得られます。この仕組み全体が、変革後の組織のレジリエンス
（回復力）を高め、予期せぬトラブルへの対応力を強化します。（実行ス
テップの追加）：CoP の活動ログ（質疑応答回数、ベストプラクティス
提出件数）を、習熟度テスト結果の改善度と連動させ、CoP の有効性を
継続的に評価します。（緩和策効果の増強） 

 

7.3.3.3. プロセス標準化の「リフレッシュ」とモニタリング（Lewin の
「Refreeze」） 

変革を永続的なものにするため、新しいプロセスを組織文化に「再凍結
（Refreeze）」させる必要があります。この「再凍結」の確実性は、システムロ
グデータを用いたモニタリングによって裏付けられます。 

• 事例：GE Digital のデータガバナンスと継続的監査 GE Digital は、
ERP 導入後のデータ品質の低さが問題となった際、システムログから標
準プロセス逸脱率などのデータを抽出し、マネージャーが従業員に対し
「なぜ逸脱したか」を問い、標準プロセス遵守の重要性を再教育する
「データに基づくフィードバックループ」を構築しました。これは、逸
脱を単なるミスではなく「学習の機会」として捉え直すことで、組織防
衛メカニズムによるルールの形骸化を強力に防ぎます。さらに、変革後
のマスタデータやデータ品質に部門ごとの「データのオーナーシップ」
を明確に与え、その品質を MBO に直接連動させました。この「データ
のオーナーシップ」の明確化は、データ入力や利用の手間（インプッ
ト）が、明確な責務と報酬（アウトプット）に結びつき、変革後の慣行
への回帰を断ち切る強力なインセンティブとして機能します。この
「Refreeze」の仕組みは、変革を永続的なものとして組織の DNA に組



み込むための最後の砦であり、モニタリングデータがこの仕組みの有効
性を示す最も客観的な証拠となります。逸脱のデータが減少すること
は、組織が新しい標準を「当たり前の業務」として受け入れたことを意
味します。（実行ステップの追加）：PMO は、逸脱データを基に特定さ
れた高リスクなプロセスに対し、四半期ごとに「プロセス・リフレッシ
ュ・ワークショップ」を実施し、新しい標準が現場の現実と乖離してい
ないかを検証・修正する機会を設けます。（緩和策効果の増強） 

 

7.4. データドリブンなチェンジマネジメントへの移行 

本章を通じて、大規模な組織変革が直面するリスクが、単なる技術的課題ではな
く、経営層のコミットメント不足、現場の心理的抵抗（慣性の法則、組織防衛）、そ
して組織内の情報の断絶という、複雑に絡み合った「人」の要因によって引き起こ
されることを分析しました。これらのリスクは、表面化する前に水面下で増幅し、
最終的に変革プロジェクトを失敗へと導きます。 

変革の成功は、この見えざる抵抗を「どう捉え、どう処方するか」にかかってい
ます。従来のチェンジマネジメントが、トップダウンのコミュニケーションや一律
のトレーニングに終始していたのに対し、現代の変革マネジメントは、より科学的
で外科的なアプローチへと進化する必要があります。その鍵となるのが、データド
リブンな意思決定です。 

計画的行動理論（TPB）を用いて抵抗の理由を定量化し、ソーシャル・ネットワ
ーク・アナリシス（SNA）で抵抗の伝播経路を特定し、そしてシステムログから組
織防衛メカニズムによる行動の逸脱を客観的に計測すること。これら第 2 節で提案
したモニタリング指標こそが、変革を阻む「慣性の法則」に対する強力なセンサー
となります。 

そして、第 3 節で示した緩和策は、このデータ分析結果に紐づいています。抵抗
のリーダーを共同設計に巻き込む、データ品質を MBO に直結させるといった具体
的な介入は、抵抗の根源にある「不公平感」や「無力感」を、「当事者意識」と「実
行可能な自信」へと転換させることを目指しています。変革とは、システムや制度
の導入ではなく、組織内のすべての従業員の心理的契約と行動様式を再構築するプ
ロセスです。データと理論に基づいた緻密なマネジメントこそが、変革を成功へと
導く、唯一の確実な道筋であると言えるでしょう。Lewin の「解凍」「変革」「再凍
結」というモデルが示すように、組織の抵抗を乗り越え、新しい状態を永続的に定
着させるためには、人の心理と行動の機微を捉える科学的な視点が不可欠なので
す。 


